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米国

FCC、ILECのアンバンドル義務（UNE提供義
務）の見直しを提案

連邦通信委員会（FCC）は、2001年12月20日、既存地域事業者

（ILEC）のアンバンドリング義務見直しを提案する規則制定提案告

示（NPRM）（FCC01-361）を発出。相次いで発出されたFCC01-360

（ILECによる広帯域サービス提供に関する規則制定提案告示）、

FCC02-42（高速インターネットの普及に関する規則制定提案告示）

等とともに、第二次及び第三次コンピュータ裁定と1996年電気通信

法後に導入された諸規則との関係を再整理し、異種プラットフォー

ム間の規制不均衡を調整する大掛かりな規制再構築に着手した。

1996年2月に発効した1996年電気通信法（the Telecommunications Act of 1996）

はその第251条（47 U.S.C. 251）（相互接続）（c）項で、市内競争促進策の目玉で

あるUNE（注１）の提供義務をすべての既存地域事業者（ILEC）（注２）に課し、これを受

けた連邦通信委員会（FCC）は、700ページを超す第一次相互接続裁定（FCC96-

325）を発表して連邦規則（C.F.R. : Code of Federal Regulation）第47編（電気通信）

に第51部（相互接続）を追加し、第51.307条から第51.321条に至る8ヶ条でUNEの詳

細を定めた。

よく知られる通りこの第51部については制定後、数々の訴訟があり、FCCはこれ

まで、「市内競争導入」の事案番号（CC-Docket 96-98）を使って膨大な量の追加

裁定や規則制定提案告示（NPRM : Notice of Proposed RuleMaking）を発出してきた。

中でもUNEは最も大きな争点となってきたものでUNEコンビネーションに関する

FCC規則は法的に比較的不安定な状態にある。その解消には、将来の最高裁判決

（2002年前半？）を踏まえ新たな裁定が採択されることを待つ必要があるが、FCC

は、2001年12月20日、既存地域事業者（ILEC）のアンバンドリング義務見直しを提

案する規則制定提案告示（NPRM）（FCC01-361）を発出して規制の包括的見直しに

向けた準備に着手した。当該告示は相互接続差戻し裁定（FCC99-238「UNE Remand

Order」）（パラ151）に基づく「三年ごとの見直し（triennial review）」の一環と

位置づけられている。

以下本稿では、1996年電気通信法及び連邦規則上のUNE関連規定を紹介した上

で、後者に関する主な係争とその結果を受けた規則変更を概説し、最後に今回発出

された規則制定提案告示（FCC01-361）における意見招請項目を紹介する。

なお、今回の告示は、相次いで発表されたFCC01-360（ILECによる広帯域サービ

ス提供に関する規則制定提案告示）、FCC02-42（高速インターネットの普及に関す

る規則制定提案告示）及びFCC02-77（CATVによるインターネットサービスに関す

る宣言裁定・規則制定提案告示）等とともに、第二次及び第三次コンピュータ裁定

と1996年電気通信法後に導入された諸規則との関係を再整理し、異種プラットフォ

ーム間の規制不均衡を調整する大掛かりな規制見直しの一環でもある。個々の告示
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（注１）

UNE（Unbundled Network Ele-

ment）

既存地域事業者（ILEC）の電気

通信サービスの用に供される通

信設備（local exchange service /

exchange access）を7つの機能

に分類したもの。アンバンドル

ベース（バラバラに）、非差別

的かつ自社に対するのと同じ条

件で、またTELRIC料金（フォワ

ードルッキングな長期増分費用

の計算に基づく料金）により、

他の事業者に提供することが

ILECに義務づけられている。

（注２）

既存地域事業者（ILEC）

ベル系運用会社（BOC : Bell Oper-

ating Company）とその他の従来

からある地域電話会社を指す

（1996年電気通信法第251条

（47 U.S.C. 251）（h）項）。ベ

ル系運用会社（BOC : Bell Operat-

ing Company）とは、AT&T修正

同意判決（AT&T consent decree

又はMFJ : Modification of Final

Judgement）に基づく1984年の分

割によってAT&Tから分離された

地域電話会社を指す。1996年電

気通信法は20社の社名を具体的

に挙げることでBOCを定義して

いる（1934年通信法第3条（47

U.S.C. 153）（4）項）。

MFJはBOCを7グループに分けて

其々を統括する地域持株会社

（RHC : Regional Holding Compa-

ny）を置いたが、その後のRHC間

合併により現在はBe l lSouth、

Qwest（旧US West）、SBC（旧

South Western Bel l、旧Pacif ic

Telesis及び旧Ameritech）及び

Verizon（ 旧 Bel l Atlantic、 旧

GTE）の4社（4グループ）にま

で 集約さ れ て い る 。 R B O C

（Regional Bell Operating Compa-

ny）はRHCと同義であるが現在は

こちらの方が用語として一般的

である。

●米国



の焦点を完全に把握しきれていない部分もあるが便宜のために全容の俯瞰を試みた

ものが下表である。

■表１：コンピュータ裁定と1996年電気通信法、異種プラットフォームへの規制、規制

見直しの主な焦点
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1 UNE（Unbundled Network Element）の関連法規

（1） 1996年電気通信法のUNE関連規定

（2） 連邦規則（C.F.R. : Code of Federal Regulation）のUNE関連規定

1996年電気通信法の相互接続関連規定のうちUNEに関する部分（上表網がけ部

分）についてFCCが定めた連邦規則は文末【表25】の通りである。（47 C.F.R. Part

51）
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2 UNEに関するこれまでの主な訴訟

47 C.F.R. part 51のUNE関連部分は多くの訴訟の対象となった。以下は、UNE／相

互接続に関する係争のうち重要と思われる判決の要点を時系列にまとめたものであ

る。
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3 判決に基づきFCCが行ったUNE見直し（FCC99-238他）

記述が前後するが、1999年1月15日の最高裁判所判決を受けて、FCCは、相互接

続差戻し裁定（FCC99-238「UNE Remand Order」1999年9月15日採択）によるUNE

見直しを実施したが、その後、47 C.F.R. 51.315（C）項に基づくUNEコンビネーショ

ンの一部（スペシャルアクセス代替的なEEL（Enhanced Extended Link）（注３））につ

いて既存地域事業者（ILEC）の提供義務を自ら一時解除し現在に至っている。さら

に2000年7月18日の連邦第8巡回（控訴）裁判所判決（⑦）で47 C.F.R. 51.315（C）

項が無効とされたことにより、UNEコンビネーションに関する規定が全体としてや

や宙に浮いた状態となっている（連邦第8巡回（控訴）裁判所判決の効力は差し止

められているので規則の効力は損なわれていないが将来の上級裁判所（連邦最高

裁）判決で全面的或いは部分的に無効化される可能性がないとは言えない）。
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（注３）

EEL（Enhanced Extended Link）

EELとは、加入者回線と局間伝送

を含むUNEの組合せ。あるILEC局

に収容されている加入者回線

を、別のILEC局内にCLECがもつ

コロケーションポイントまで伸

ばしてそこでCLECに受け渡すこ

とが可能になる。DSLAMを収容

局に置かなければならないxDSL

サービスの場合はEELを利用でき

ない。EELは＜現にILECのネット

ワークの中で存在するUNEコンビ

ネーション＞とは見なされない

ので、1999年7月18日の連邦第8

巡回（控訴）裁判所判決では

ILECに提供義務がないとされ

た。FCC99-238採択（1999年9

月）後現在までに実際にEELが提

供された事例はないとされるが

確認中。
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■　FCC99-238に対する反対とUNEコンビネーション提供義務の部分的解除

UNEコンビネーションには、長距離事業者（IXC）がスペシャルアクセスをEELに

転換する動きを恐れた既存地域事業者（ILEC）から強い反対があり、FCCは相互接

続差戻し裁定（FCC99-238「UNE Remand Order」）の発出後すぐにFCC99-370

（「Supplemental Order」）を発出して「長距離事業者（IXC）が、現に利用してい

るスペシャルアクセスを代替的なUNEコンビネーション（＝EEL）に転換する（こと

をILECに請求する）ことを当面の間（上表④Further NPRMが結審するまでの間）禁

止する」と発表した。その際、FCCは、長距離事業者（IXC）又は競争的地域事業者

（CLEC）がEELを利用してサービスを提供しようとする加入者に対し「significant

amount」の市内サービスを提供している場合を禁止措置の対象外にして、措置が一

時的なものであることを強調したが、Further NPRMの結審期限の2000年6月を迎え

たところで、結局、禁止期間を延長し決定を先送りすることになった（FCC00-183

（「Supplemental Order Clarification」））。
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4 FCC01-361によるUNEの三年目見直し（triennial review）の概要

ここまで述べた通り、FCCのUNE関連規則、とりわけUNEコンビネーションに関

する規則は法的に比較的不安定な状態にあり、その解消には、将来の最高裁判決

（2002年前半？）を踏まえ新たな裁定が採択されることを待つ必要があるが、FCC

は、2001年12月20日、既存地域事業者（ILEC）のアンバンドリング義務見直しを提

案する規則制定提案告示（NPRM）を発出して規制の包括的見直しに向けた準備に着

手した。当該告示は相互接続差戻し裁定（FCC99-238「UNE Remand Order」）（パ

ラ151）に基づく「三年ごとの見直し（triennial review）」の一環と位置づけられて

いる。

告示が再考の対象とし意見招請を行っている項目及びその概要は以下の通りであ

る。係争中のUNEコンビネーションは表向き取り上げられていないが、相互接続差

戻し裁定（FCC99-238「UNE Remand Order」）、FCC99-370（「Supplemental

Order」）及びFCC00-183（「Supplemental Order Clarification」）で取り入れられた

【地域、顧客或いはUNEを請求する事業者（CLEC等）の属性に従って規制内容を変

更する方法（granular approach）】に関する検討で結果として取り上げられてい

る。

【表の凡例】

以下表中、「▲」は事案番号CC Docket 96-98（Implementation of local

competition provisions of the Telecommunications Act of 1996）又はCC-Docket

01-338（Review of the Section 251 unbundling obligations of ILECs）に関する意

見招請項目（＝第251条／UNE関連）を、「●」は事案番号CC Docket 98-147

（Deployment of wireline services offering advanced telecommunications capability）

に関する意見招請項目（＝第706条／先進的電気通信関連）をあらわす。双方に

関係する場合は「▲」を使用している。個々の意見招請項目は、検索の便宜のた

め、原則として原文告示のパラグラフ（§）ごとにまとめたが、原文に連番にミ

スがあるため当該まとまりごとに<ア> →　<ワ> →　<あ> →　の通番を振っ

た。

A. 「necessary and impair」基準の解釈再考

1996年電気通信法第251条（d）項のいわゆる「necessary and impair」基準に対す

るFCCの現在の解釈は、1999年1月15日の最高裁判決を踏まえて47 C.F.R. 51.317に

定められている通りであるが、本告示は、そこに示された解釈について以下の通り

コメントを招請している。
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■表10：「necessary and impair」基準に関する現在のFCC解釈（イメージ）

B. 「at a minimum」の解釈再考

1. 設備投資の促進と広帯域サービスの普及

1996年電気通信法第251条（d）項（2）は【FCCが、最低限（at a minimum）、

考慮すべき基準】という言い方で「necessary and impair」基準を示している。（注４）

字義に忠実になるとすれば同基準を一種の例示と解釈することも可能であり、FCC

は実際に相互接続差戻し裁定（FCC99-238「UNE Remand Order」）においてそのよ

うな考え方を取り入れている。すなわち相互接続差戻し裁定（FCC99-238「UNE

Remand Order」）において、「アンバンドル化を要請するあらゆるネットワーク要

素について判断するに際し」FCCが考慮すべき追加的要因（factors）として次の5

つを掲げ、UNE提供義務を課し得る余地を広くとる姿勢を打ち出している（47

C.F.R. 51.317（b）項（3））。
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（注4）

1996年電気通信法第251条（d）

項（2）

「FCCは（c）項（3）のネット

ワーク要素を決定するにあたり

【 最 低 限 】 、 次 の （ A ） 及 び

（B）を考慮する。（A）性質上

私有財産的（proprietary）な、当

該ネットワーク要素へのアクセ

スは必要（necessary）か　（B）

非私有財産的（non-proprietary）

な当該ネットワーク要素にアク

セスできないことが利用者側の

電気通信事業者のサービス提供

力を損なう（impair）可能性があ

るか」

●米国



47 C.F.R. 51.317（b）項

本告示は、この5つの追加的要因（factors）の妥当性、及び第706条（先進的電気

通信へのインセンティブ）の要請をUNE提供の義務づけに関する判断において考慮

に加えることの妥当性などについて次の意見招請を行っている。
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（3）本規則に基づきアンバンドル化を要請するあらゆるネットワーク要素について判断す
るに際し、FCCはさらに、次の追加的要因（factors）を考慮する。
（i）当該ネットワーク要素のアンバンドル化が、競争のすばやい浸透を促進するか
（ii）当該ネットワーク要素のアンバンドル化が、設備ベース競争、投資及び技術革新を
促進するか

（iii）当該ネットワーク要素のアンバンドル化が、規制を削減するか
（iv）当該ネットワーク要素のアンバンドル化が、要請側事業者に、要素の利用に関する
予見可能性を与えるか

（v）当該ネットワーク要素のアンバンドル化は、行政制度として現実的か



2. その他

UNEに関するその他の問題についてコメントを招請している。（利用側事業者の

自社設備とみなされる）UNEの存在がユニバーサルサービス基金運営を複雑化する

ことを指摘した上で、アクセスチャージ制度とりわけスペシャルアクセスへの影響

（ILECの収入減少）に触れ、相互接続差戻し裁定（FCC99-238「UNE Remand

Orde r」）で設定されたUNE提供義務の一部免除 （注５）、及び、FCC99 -370

（「Supplemental Order」）とFCC00-183（「Supplemental Order Clarification」）で

禁止された（長距離事業者（IXC）による）スペシャルアクセスのUNE転換について

再考を示唆している。

C. より具体的、個別的な法令の解釈（granular approach）

1996年電気通信法第251条（d）項（2）の「necessary and impair」基準の解釈

を、より個別的、具体的にすることをFCCに命じた最高裁判決（1999年1月15日）

を受けて、FCCは、その相互接続差戻し裁定（FCC99-238「UNE Remand

Order」）、FCC99-370（「Supplemental Order」）及びFCC00-183（「Supplemental

Order Clarification」）で【地域、顧客或いはUNEを請求する事業者（CLEC等）の＜

属性＞に従って規制内容を変更する方法（granular approach）】を取り入れた。告

示ではこの手法の当否、拡張の可能性等について検討し意見を招請している。
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（注５）

相互接続差戻し裁定（FCC99-

238「UNE Remand Order」）

で、FCCは、主要50都市（Metro-

politan Statistical Area）のZone 1

地域において、4回線以上を契約

している加入者に対して（CLEC

等が）提供するサービスのため

に、UNEを提供をすることをILEC

に対して免除。ただし、CLECの

求めがあれば当該加入者に関す

るEELを提供することが免除の条

件とされている。
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1. サービス又は地域の違いに配慮した規制

2. 設備及び能力の違いに配慮に配慮した規制

3. 顧客のタイプ又は要請側事業者の違いに配慮に配慮した規制

12 April 2002
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4. 市場競争の進展、技術革新に応じたUNE提供義務の変更

D. 個別UNEの再考

1. ループ、サブループ及びネットワークインターフェイス機器

2. ループの高周波成分
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3. 交換機能

4. 局間伝送設備

14 April 2002
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5. その他のネットワーク要素

6. アンバンドリングに関する一般的事項
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E．州当局の役割再考

F．施行上の問題

（古閑　裕朗）
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米国

FCC、組織改正を3月25日に実施、オープン・
ミーティングで重要決定

FCCは、計画していた組織改正を2002年3月25日に実施することを最

終的に決定した。名称の変わった有線通信競争局、統合されたメデ

ィア局を中心とする新しいFCCのデジタル時代における舵取り役と

しての活動が期待される。又、3月14日には、FCCのオープン・ミー

ティング（公開審理）が開かれ、214条認証の更なる簡素化、優先接

続事業者変更料金の再検討、ブロードバンド・アクセスの規制上の

取扱いなど重要な決定が行われた。

1．はじめに

米国連邦通信委員会（FCC）は、最近、二つの大きなイベントを展開した。一つ

は計画されていた大幅の組織改正（本誌2002年2月号参照）の実施期日が2002年3月

25日と決定されたことであり、もう一つは3月14日に委員会のオープン・ミーティ

ング（公開審理）が開催され、いくつかの重要な決定が行われたことである。

FCCのあり方についていろいろ議論が交わされている現今、FCC組織の再編成を決

定し、委員会の効果的かつ効率的な運営を図るとともに競争の促進に資そうとする

もので、関係者の注目を集めている。

FCCのオープン・ミーティングは定期的に行われ、委員会の審理過程を広く市民

に周知しようとするものであり、委員会組織の行政システムをさらに民主的に運営

しようとするものである。今回のオープン・ミーティングでは、214条認証の更な

る簡素化、優先接続事業者変更料金の再検討、ブロードバンド・アクセスの規制上

の取扱い見直しなど注目すべき決定が行われた。

2．組織改正

FCCの組織改正としては、1999年に消費者情報局と施行局が新設されて以来のも

のであるが、今回の組織改正の重要なポイントは、｢公衆通信事業者局｣の｢有線通信

競争局｣への名称変更と｢マスメディア局｣と｢ケーブルサービス局｣の統合による｢メデ

イア局｣の新設であるが、このことは単に局の統合や名称変更に留まらず、局より下

位の課室レべルの組織をも機能的に再編成し、活動的なFCCの確立をねらいとする

ものである。

パウェルFCC委員長は、FCCの当面の課題として次の4項目を議会での証言で挙げ

ているが（注６）、その中で掲げられている｢組織の再構築｣を実現したのがこの組織改
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（注６）

FCC委員長の特別顧問のメア

リ・べス・リチャードが2001年9

月13日に行ったFCC改革に関す

る講演の予稿で引用している｡

●米国



正である。

・明確で、実質的な政策ビジョン

・マネジメントに対する鋭さの強調

・人材の広範な研修と開発プログラム

・組織の再構築

FCCはその組織のあり方について1年くらい前から検討しており、昨年5月には組

織改正の構想を示し、広く公衆のコメントを求めていた。その結果150件くらいの

コメントが寄せられたが、その主要な意見は次のようなものであった。

・時代遅れの規制の回避

・時宜を得た措置

・予測可能で、均一のタイム・テーブル

・支配の迅速な譲渡及び移転

・迅速な意思決定と滞貨の一掃

・決定の迅速な発出と公表

・情報への電子的アクセス

・技術者の増強と技術的リソースの改善

・すべてのスタッフが利用できる訓練機会の増強

・機能の変化に対応する組織のリストラクチャリング

このようなパブリック・コメントをも考慮に入れて、FCCは、2002年1月17日、

委員会の組織改正の計画を正式に発表した。その後議会の承認を経て、今回の実施

期日の決定となったものである。

改正後のFCCの組織図は次のとおりである。

（図注）「消費者・政府関係局」と「国際局」が図示上右端に配置されているが、6局は全く対等の関係である。
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3．オープン・ミーティング

FCCは、2002年3月14日、定例のオープン・ミーティングを開催した。このオー

プン・ミーティングでは、いろいろな事案が審理されたが、そこで採択された重要

な事案の概要を紹介する。

（1）ケーブル・モデム・サービスの｢情報サービス｣としての分類

ケーブル・モデム・サービスの規制上の位置付けについては、FCCとしては情報

サービスとして取り扱う意向のようであったが、これについてはいろいろの意見が

あり、FCCも明確な態度を表明していなかった。ところが今回、FCCの正式の態度

決定が行われ、ケーブル・モデム・サービスは、通信サービスではなく、情報サー

ビスとして分類することとされた。これにより地方当局によってまちまちであった

同サービスへの対処も統一されることになると思われる。しかし、この決定は、｢命

令｣ではなく、｢宣言裁定｣（declaratory ruling）となっており、したがって規則の改正

も行われていない。もっとも、情報サービスということになれば、非規制の扱いを

受けるので、規則の制定も必要ないということになるかもしれない。

FCCは、ケーブル・モデム・サービスの問題が最終的に解決すれば、ブロードバ

ンド・サービスの展開が促進されることになり、その結果消費者に対してよりよい

品質、より低廉な価格そしてより多くの選択をもたらすことになると述べている。

また、FCCは、今までのこの問題に対するFCCの取り組みによって提起された諸問

題を検討するに当たって、次の原則と政策目標に従ってきたと述べている。

・インターネットへのブロードバンド・アクセスのユビキタスな利用可能性を

すべてのアメリカ人に奨励するすること。

・ブロードバンド・サービスが投資と革新を促進するような最低限の規制の環

境下に存在することを保証すること。

・可能なかぎり、複数のプラットフォームを通じて一貫した分析的枠組みを開

発すること。

FCCが今回のオープン・ミーティングで採択したケーブル・モデム・サービスの

位置付けに関する事案は、｢ケーブルその他の施設を介したインターネットへの高速

アクセスに関する照会、ケーブルを介したインターネットに関する宣言裁定、及び

ケーブル施設を介したインターネットへのブロードバンド・アクセスの適切な規制

上の取扱いに関する宣言裁定兼規則制定案公示｣（FCC02―77）という長い題名が付

されており、その裁定のポイントは次のとおりである。

・ケーブル・モデム・サービスは、州際サービスであり、したがってFCCの管

轄に服する。

・ケーブル・モデム・サービスは、ケーブル・サービスではなく、情報サービ

スである。

・ケーブル・モデム・サービスは、独立の｢電気通信サービス｣の提供を含むも

のではないので、コモン・キャリアー規制に服するものではない。

さらに、この裁定と一体となっている規則制定案公示（NPRM）において次の点を
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検討すると述べている。

・FCCが有線ブロードバンド・サービスとケーブル・モデム・サービスで異な

る結論に到達した理由を含む若干の問題

・FCCの管轄権の行使に関して憲法上の制約があるかどうかを含む、ケーブ

ル・モデム・サービスを規制するFCCの管轄権の範囲

・市場の発展に照らして、現時点でISPの複数アクセスを要求することが必要又

は適切であるかどうかの問題

・ケーブル・モデム・サービスの規制に関する州又は地方のフランチャイズ付

与当局の役割

（2）合併審査手続きの簡素化

通信法上通信事業者の合併を審査する直接の規定は存しないが、通信法第214条

の通信設備の認証の移転と同法第310条の無線局免許の移転の審査が事実上通信事

業者の合併の審査の役割を果たしている。このうち第214条の審査は、第203条のタ

リフの届け出とともに、通信事業者にとって最も頻度の高い規制上の手続きである

が、FCCは規制緩和の最大のポイントとしてこの二つの規定の適用を簡素化してき

た。今回の決定は、通信事業者の合併審査のための第214条の手続きを簡素化する

ことにより、通信事業者に対する不必要な規制上の負担を除去し、FCCの審査手続

きの効率性と透明性を増大させるものである。

FCCが今回のオープン・ミーティングで採択した合併審査の簡素化事案は、｢国内

の第214条認証の更なる簡素化の実施に関する報告兼命令｣（FCC02―78）と題され

ており、多くの問題点を検討しているが、決定の主要点は次のとおりであり、簡素

化ルール（FCC規則§63．03）と届け出ルール（FCC規則§63．04）が目玉となっ

ている｡

・結合申請：届け出ルールの第一点で、国内事業と国際事業の両方をもってい

る通信事業者は、国内事業と国際事業の第214条移転申請を一つ

の申請書で提出するオプションが認められる｡

・提出情報：届け出ルールの第二点で、届け出を行う通信事業者は別個申請か

結合申請かを表示しなければならない｡

・30日審査：今回の簡素化の中心となる措置で、申請が小規模既存地域通信事

業者若しくは非設備ベースの通信事業者のみに係る取引に関する

ものであるか、又は買収当事者が電気通信事業者でない取引に関

するものである場合は、その申請が公示された後30日以内にFCC

が別段の通知をしないときは、その申請は公示後31日目に自動的

に許可される。上記の条件に該当しない場合でも、FCCが個別審

査によって簡素化手続きに適合すると認めて公示した場合は、上

記の措置の適用を受ける（注７）｡

・簡素化措置の除外：FCCが次のように認定した場合は、その申請については

簡素化措置の適用から除外する｡

－申請がFCC規則の免除に対する非日常的請求に関連している場合

－申請が外観上FCC規則又は通信法に違反している場合

－申請人がFCCの照会に対して迅速に回答しなかった場合
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上記の三つのケースに当てはま

る合併案件はそんなに多くない

と思われるので、今回の措置は

むしろFCCの判断で適用される

特例措置のほうに実務上の重点

が置かれるのではないかと思わ

れる｡
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－申請に対する適時のコメントがFCCの更なる審査を必要とするよ

うな公共の利益上の懸念を提起した場合

－上記のほか、当該支配の移転が公共の利益にかなうかどうかを確

認するために、申請の更なる分析が必要であると、FCCが決定した

場合

なお、上記のほか、電信事業者に関する規定や、通信法ですでに削られている電

話会社の統合に関する規定など陳腐化した規定が削られた｡

（3）優先接続事業者変更手数料の見直し

わが国でも現在は優先接続事業者の指定及び変更の手続きには800円の手数料が

必要となっているが、米国ではかなり以前からこの手数料が課金対象となってお

り、その金額について消費者から問題提起がされていた｡

FCCが今回のオープン・ミーティングで採択した優先接続事業者変更手数料

（PIC-change charges）の見直し事案は、｢優先接続長距離通信事業者手数料に関す

る命令兼規則制定案公示｣（FCC 02‐79）と題されており、この手数料の金額を適

正なものする手続きを開始しようとするものである｡

優先接続事業者変更手数料（以下「本手数料」という｡）については、1984年に

FCCが5ドルの上限を設定しており、5ドル以下の本手数料は適正なものとみなされ

てきたが、消費者にとってはこの金額はかなり負担になるといわれていた｡そこで、

2001年5月16日、競争電気通信協会（CompTel）は、本手数料を規制するFCCの政

策を改訂する規則制定手続きを開始するようFCCに申し立てた｡今回採択された規則

制定案公示（NPRM）はCompTelのこの申立てに応じたもので、FCCの現行の本手数

料を規制する政策に対するコメントを求めるものである｡

このNPRMにおいて、FCCは本手数料がこの変更手続きの現行コストを適正に反映

するものであること及び本手数料が競争の妨げにならないことを確保することを求

めており、特に次の点についてコメントを求めている｡

・本手数料は、通信事業者のコスト調査に基づいて定めるべきかどうか、又は

合理的な料金を確保するために市場の力に頼ることができるかどうか。

・本手数料の合理的な額を決定するために、非コスト要因を考慮に入れるべき

かどうか。

・本手数料の全国的な安全標準を設定すべきかどうか、通信事業者はそのタリ

フによって個別的なコスト支援データを提出すべきかどうか、又はFCCは実

施過程を通してのみ本手数料の額を審査すべきかどうか。

FCCにとって3月14日は注目すべき1日であった。組織改正の実施日を目前に控

え、重要案件の審理を含むオープン・ミーティングが開催された｡

FCCの組織改正は、1999年11月8日の消費者情報局と施行局の設置以来のもので

あり、もちろんパウェル委員長としては最初の組織改正である｡前回の改正が必ずし

も成功といえない面があったので、今回の改正はその修正という面もあるが、より

積極的に通信新時代に対応する規制機関としての機能的な体制作りと評価したい。

内容的には本誌2002年2月号に詳述しているので、それを参照されたい。
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今回はオープン・ミーティングを取り上げた｡私はオープン・ミーティングの模様

を収録したビデオを見たことがあるが、丁度裁判所のように正面の奥に委員が陣取

って、各局の中堅担当者がその前で自分の担当した事案の検討結果を披露し、委員

の質問に答えるといういう進行で、担当者にとっては委員や傍聴者に対して自分の

成果を披露する絶好の機会で、さまざまなパーフォーマンスをも加えたプレゼンテ

ーションで関係者を説得するという米国流の仕事風景が見られる｡

しかし、人によっては、オープン・ミーティングはセレモニーに過ぎなくて、そ

の場に上程される事案はすでに決定しており、オープン・ミーティングにおける審

理で変更されることなどあり得ないという。この指摘は正しいかもしれないが、オ

ープン・ミーティングが省庁と公衆をリンクし、規制機関職員を訓練する絶好の機

会になっていることは否定できないであろう｡わが国でも、公正取引委員会などがこ

のようなシステムを取り入れると、行政の民主化に大いに貢献するのではないかと

思っている｡

このオープン・ミーティングで取り上げられた事案は、いずれも重要なものであ

るが、ここに紹介した3件は、それぞれ意味合いは違うが特に重要なものである｡優

先接続事業者変更手数料が最高5ドルでも高いということのようだが、わが国の800

円についてはあまり消費者の反発も見られないようで、お国柄というか、事業者変

更頻度の違いというか、成行きを見守りたい｡

（清家　秀哉）

＜出典・参考文献＞

FCC、FCC Reform（2002年3月8日）

FCC、FCCニュース5件（2002年3月14日）

FCC、FCC 02-77,  Declaratory Ruling and Notice of Proposed Rulemaking （Rel. March 15, 2002）

FCC、FCC 02-78,  Report and Order（Rel. March 21, 2002）

FCC、FCC 02-79,  Notice of Proposed Rulemaking（Rel. March 20, 2002）
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米国

米国競争当局、合併審査の分担を明確に

現在では企業の合併はどこの国でも競争当局の審査を受けるのが普

通であり、米国では昔から反トラスト法の規制対象となっている。

ところが、米国の競争当局としては、司法省反トラスト局と連邦取

引委員会があるが、両機関の分担関係は必ずしも明確ではない。特

に合併審査については、両機関の共管とされ、事案ごとに協議し

て、担当を決めてきたようだ。それでは手続きも効率的ではないの

で、今回、関係事業の種類別に担当があらかじめ決められることに

なった。この結果、電気通信関係の合併事案は、司法省反トラスト

局の担当となった。

1．はじめに

現在、世界の各国は、旧社会主義国を含めて、競争政策を経済活動の指導原理と

している｡

もっとも反トラスト規制の範囲、方法そして程度については、各国の歴史や経済

理念によってかなりの差異がある。

米国では、1890年にシャーマン法が制定されており、これはおそらく世界で初の

制定反トラスト法であると思われるが、同法制定前にすでにコモン・ローによる反

トラスト規制が行われていたといわれている（注８）。このような歴史的事情もあり、

米国の反トラスト規制は、一般にかなり厳しいものであるといわれているが、カル

テル行為については終始厳しく対処してきたが、合併とか企業分割については時の

政権の経済政策によって硬軟両極の間を揺れ動いてきたといわれている。いずれに

しても、企業サイドとしては予測可能性のある政策がとられることを望むであろう｡

2．合併規制

このように政治的影響が懸念される合併規制について、もう一つの問題は規制を

担当する機関が司法省反トラスト局と連邦取引委員会（Federal Trade Commission：

FTC）に分かれていること（注９）であろう。そもそも反トラスト法の施行機関が二つ

に分かれていること自体が不自然と思われるところへ、合併規制については、担当

機関がケースバイケースで決定されるというのは問題であったといえるであろう。

反トラスト法上、合併規制はシャーマン法ではなく（注10）、1914年にシャーマン法を

補充し、強化する目的で制定されたクレイトン法である。クレイトン法では、第7

条と1976年のハート・スコット・ロディノ反トラスト改善法によって同法に追加さ
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（注８）

松下満雄、アメリカ独占禁止

法、4ページ

（注９）

省庁と独立行政委員会の行政機

関としての特色や得失について

は、いろいろの議論がなされて

いるが、一般的には省庁が政治

任命の影響を直接的に受けるの

に対して、行政委員会では委員

の任期がかなり長いので、大統

領が変わってもその影響が全委

員に及ぶのには時間がかかる

し、一定数以上の委員が同一政

党に属してはならないという制

限が設けられているのが普通で

あるので、政治的独立性が強い

といわれている。それでは反ト

ラスト政策の施行が二つの種類

の機関で分担されていることが

果たして望ましいことかについ

ては大いに疑問のあるところで

あろう。

（注10）

合併規制はクレイトン法に基づ

いて行われるというのが一般的

な見方であるが、その合併が独

占または独占化のために行われ

る場合は、当然シャーマン法の

違反となる。独占又は独占化の

意図の有無は容易には解明され

ない困難な問題であるので、合

併についてはシャーマン法の規

制も受けると考える方が適当で

あろう。
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れた第7A条が合併規制に関する規定である（注11）。したがって、反トラスト法の建前

からすると、クレイトン法の施行機関であるFTCが合併規制の任に当たるべきもの

と思われる｡しかし、米国の反トラスト法施行の実務では、支配権の移転を含む合併

の規制は司法省反トラスト局とFTCの共管事項として取り扱われてきた（注12）｡そのた

め、審査を必要とする合併事案が現れたときは、その都度両機関が協議して、担当

する機関を決めてきた｡

3．分担の協議

個々の案の担当機関を決定するのにその都度協議をするのは非効率的であるのみ

ならず、規制を受ける企業にとっても事前の対応をとりにくいという問題もあるの

で、両機関の間で、担当機関の決定の仕方について協議がなされていたところ、合

併当事者の事業の種類によって担当機関を決定し、担当機関決定のプロセスの透明

性を高めることに合意がまとまった。この結果、2002年3月5日に合意覚書

（Memorandum of Agreement）がFTCのティモシー J．マリス委員長と司法省反ト

ラスト局担当のチャ-ルス A．ジェームズ司法次官補（反トラスト局長）との間で締

結された（注13）。

この覚書は、本文31項と付録から成り、本文には覚書締結の趣旨、覚書の条件、

審査（clearance）の手続きと期間、見解不一致（disputes）の場合の処理、合意の見

直しなどについて詳細に規定されており、付録にはFTCと司法省反トラスト局が担

当すべき事業分野が列挙されている。

本文の各項の規定事項の概要は次のとおりである。

合意覚書の各項の概要
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（注11）

合併規制の基本規定とされるク

レイトン法第７条は、「商業に

従事する者が、直接又は間接

に、他の商業に従事する者の株

式その他の持分の全部又は一部

を取得する・・・・・・・・・・

場合において、かかる取得の効

果が・・・・・・・・・・競争

を実質的に減殺し又は独占を形

成するおそれがあるときは、か

かる取得をしてはならない」と

規定していた。しかしこの規定

では合併当事者が直接商業に従

事していない場合は、同法第7条

の適用を受けないことになり抜

け道となるので、1980年の改正

で、上記規定の「商業に従事す

る者」が「商業に従事する者又

は商業に影響を与える活動に従

事する者」とされ、適用範囲が

拡大された。また、1976年にハ

ート・スコット・ロディノ反ト

ラスト改善法（Hart-Scott-Rodino

Antitrust Improvement Act）によ

ってクレイトン法に第7A条を追

加する改正が行われ、原則的に

1500万ドル以上のM&Aについて

は事前に司法省及び連邦取引委

員会へ届け出なければならない

こととされた。

（注12）

合併規制を司法省と連邦取引委

員会の共管とする制度にわれわ

れは疑問を感じるが、これは米

国における反トラスト政策の歴

史に起因するところが大きいと

思われるのと注3でも述べたよう

に合併の規制がクレイトン法の

みでなくシャーマン法も関係し

ているという事情によるもので

あろう。

（注13）

この覚書の締結に対しては、上

院の有力議員のホリングズ氏は

強力に反対していたと伝えられ

ている（ワシントン・ポスト、

2002年3月6日付け）
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両機関の分担事項を規定した付録の内容は次のとおりである。

April 2002   33

KDDI RESEARCH

●米国



FTCと司法省反トラスト局の審査担当事業

米国の反トラスト政策の施行体制は、なかなか判りにくい点がある。通信事業の

規制のように、長期政策（NTIA）と規制の実施（FCC）というような分担になっ

ていれば判りやすいが、反トラスト政策の施行のように、施行機関が内閣（日本の

内閣のようにそれ自体が行政機関ではないが）に属する司法省の反トラスト局と独

立行政委員会である連邦取引委員会に分かれているだけでも判りにくいのに、これ

らの機関の分担関係が明瞭でない。その最たるものが合併審査である。合併審査に

ついては、事業者から事案の提起があった都度､両機関が協議して担当機関を決め、

その後も密接に連絡しながら審査を行っている。

合併審査がどちらの機関で行われるかは、事業者にとっては重大な関心事である

が、それが事前にはわからないというのは不都合であろう。今回の制度改正によっ
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て、合併当事者はどちらの機関の審査を受けることになるか事前に判ることにな

り、対処方法の検討にも便宜であろう。

今回の覚書の締結は、担当事業の確定のほかに、審査手続きの明確化と迅速化を

もたらしたことが大きな意味をもつものといえよう。

（清家　秀哉）

＜出典・参考文献＞

DOJ、プレス・リリース（2002年3月5日）

Wall Street Journal on line,  (2002年3月7日 2件)

松下満雄、アメリカ独占禁止法、東京大学出版会、1982年

米国

米国のインターネットの現状について、米国
政府が２つの報告書を発表

第1四半期に米国のインターネットの普及状況を分析した報告が相次

いで発表された。FCCによる第3次年次報告書と商務省電気通信情報

局（NTIA）の「A Nation Online」は共に、米国内のブロードバンド

サービスがしっかりした足取りで普及し始め、地域や貧富の差など

によって生じる情報格差、いわゆるデジタルデバイドは狭まってい

る。

1．FCC発行の第3次報告書

FCCは、2月6日、米国で高度電気通信サービス（Advanced Services）が合理的、

かつ時期を得た展開になっていると結論づけた第3次報告書を発表した。報告書に

よると米国内では高度サービスの市場は引き続き拡大し、高速サービスを利用する

環境が著しく浸透している。また、一般的な投資が伸び悩む中で、高度電気通信サ

ービスのためのインフラストラクチャー整備に対する投資は依然強いと報告してい

る。

この報告書は、1996年電気通信法の706項に規定により、毎年議会に提出するこ

とが求められ、今年で3回目にあたる。利用技術にかかわり無く高品質の音声、デ

ータ、画像、などの送受信を可能にする高速の交換系ないしはブロードバンド系電

気通信の利用できる度合いという観点から高度サービスの展開を分析した。添付資

料を含め101ページに及ぶこの報告書では、以下の4点について考察を行った。
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（1）高度サービスとは何か。

（2）全ての米国人に高度サービスが利用可能になりつつあるか。

（3）高度サービスの進展が合理的なものであり、かつ時期をえた展開になってい

るか。

（4）政府のどのような動きがその進展を一層加速させるのか。

報告書の内容は要約すると以下のようになる。

高度サービスとは何かという定義に関しては、前回の報告書の定義を引き継ぎ、

プロバイダーと利用者間の上り下りの双方向において200kbps以上の伝送サービス

としている。どちらか片方向で200kbps以上を高速サービスと呼ぶことも前回と同

様で、この言葉では、高度サービスが包含されている。

1）契約者にかかわるデータ全般

・ 2001年の6月時点で、高度サービスを含めた高速サービスの契約は960万件であ

る。2001年の上半期で36%増加し、前回の報告書が発表された2000年8月以来2.5

倍の増加となった｡

・ 住宅や中小のビジネス利用者は、およそ780万人である。2001年上半期の520万

人から51%増加している。そのうちの430万人が高度サービスの利用者である。

2001年の上半期に比べ54%増加した。高速サービスを利用する中小以上の企業は

およそ180万件で、ほとんどが高度サービスの利用者と思われることから、2001

年6月にはその数は170万件前後になる。

・ 2001年6月には、およそ590万人が高度サービスを利用していた。2001年の上半

期には　38％利用者が増加している。世帯別で見ると7%の世帯が高速サービス

に加入しているが、2001年1月の段階では4.7%であった。前回の報告書の2000年

8月時点ではわずか1.6%であった。

2）技術観点からみた契約状況

・ サービスが開始されている高速非対称DSL（ADSL）回線は270万回線に上り2001

年の上半期に比べ36%増加した。同軸ケーブルシステムによる高速回線は45%増

加し、520万回線となった。もっとも高い増加率を示したのが衛星や固定無線技

術を利用した高速回線で2001年上半期に73%増加し、およそ20万回線になっ

た。

・ 590万件の高度サービスの契約に関し、ケーブル回線の契約は2001年上半期に比

べ52%増加し330万件、ADSLの契約は48%増加し100万件となった。残りはケー

ブルとADSL以外の利用である。270万件の高速DSL回線のうち、93%にあたる回

線を既存の市内電話会社（ILEC）が提供している。ベル系地域電話会社

（RBOC）が提供している回線は86%に及んでいる。Covad社などの新興会社が提

供している回線はおよそ7%である。

3）郵便番号に基づく地域分析

・ 高速サービスの利用者は国内の全州に存在し、さらに細かく郵便番号による地域

に区分しても、78％の地域で高速サービスが提供されている。2001年1月の時点

では73%であった。この地域居住する人口は、全米の97%に上る。58%の地域に
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は複数の高速プロバイダーが存在している。

報告書では、ブロードバンドの展開にあたりFCCがとるべき行動として、ケーブ

ルモデムサービスの分類化（情報サービスとして認定）、有線によるブロードバン

ド・インターネットアクセスに対する規制の適正化（情報サービスと認定）、支配

的・非支配的事業者区分の適用範囲の再検討、通信網アンバンドル化規制の3年目

の見直しなどの4点が掲げられている。これらの項目は、今年はじめから着手され

始めている。

2．商務省発行の報告書「A Nation Online」

商務省電気通信情報局（NTIA）は、2月初め、「A Nation Online」と題する米国人

のインターネット利用に関する調査結果をまとめた報告書を発表した。この報告書

によるとコンピューターとインターネットの利用拡大はこれまでの技術には見られ

ないほど迅速で幅広く、これらを使った情報技術は経済社会の所与の備品となりつ

つあるのと見方を示している。また、急速な普及が世代、地域、人種などの各層で

見られるはじめ、いわゆるデジタルデバイドも狭まっている。

商務省の報告書は、FCCが主に事業者が提供したデータをもとにしたのとは異な

り、統計局が2001年9月に米国の57,000世帯と137,000人以上に対して実施した調査

から入手したデータに基づいている。報告書の骨子は以下のとおりである。

・ 米国では、毎月200万人が新規にインターネットユーザーとなっている。すでに

国民の半数以上がインターネットユーザーである。2001年9月時点で, 1億4,300

万人がインターネットを利用し、これは人口の54%にあたる。

・ 子供や10代の若者層がコンピューターやインターネットの利用で他の年齢層を上

回り、14歳から17歳まででインターネットを利用する人の割合は75%、10歳か

ら13歳まででは65%となっている。

・ 18歳以下の子供を持つ世帯は、持たない世帯よりもインターネットの利用が高

く、子供を持つ世帯では62%、子供のいない世帯では53%、独身世帯では35%が

インターネットを利用している。ブロードバンドの利用に関しても子供の存在が

関係している。子供のいる家庭の11.9%がブロードバンドを利用しているが，い

ない家庭では9.5％に下がる。

・ 収入、学歴、年齢、地域、性別にかかわりなく、インターネットの利用は拡大し

ている。1998年12月から2001年9月までの間に、年収15,000ドル以下の低所得者

層でのインターネット利用は個人ベースで25%の割合で普及したが、75,000ドル

以上の高所得者層では、11%とはるかに低い増加となった。

・ 1998年から2001年の間に、地方でインターネットの利用が著しく拡大した。地

方でインターネットを利用する個人は、52.9％である。この数字は、都市部の

49.1％と都市郊外の57.4%の中間に位置する。

・米国人は種々の活動をオンラインで行うようになっている。2000年には人口の

35%に当たる人々がE-メールを利用していたが、現在では45%に増加している。
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米国人の3人に１人は、インターネットを使って製品やサービスの情報を入手し

ている。2000年には、26％であったが現在では36％に増加した。

・ インターネットを利用する個人の39％はオンラインでショッピングし、35%が健

康に関する情報をインターネット上に求めている。

・ インターネットを利用する米国人の80%はダイヤルアップ方式で接続している

が、ブロードバンドを契約する個人利用者が急速に拡大している。個人の12.9%

がケーブルモデムサービスに加入し、6.6%がDSL、0.5%がその他の接続方式を利

用している。2000年8月の時点では、自宅でダイヤルアップよりも速いサービス

を利用していた人は、自宅でのインターネット利用者の11.5%であったが、2001

年9月には20.0%に上昇した。

インターネットは地方にも拡大しているが、ブロードバンドに関しては、引き続

き都市と地方との間ではギャップが見られる。
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個人のインターネット利用の目的（％）

地域別に見た高速インターネット接続の割合



報告書ではブロードバンドの展開が順調に進んでいると結論付けているが、全体

的には、自画自賛的な色彩が強いレポートである。高度サービスが双方向で

200kbps以上のサービスと定義している。画像や音声の用途が急速に拡大している

インターネット社会で200kbps以上の速度を高度サービスと定義するには、時代遅

れの感がある。ハードルのバーを低くしておいてバーを越える人が増えたからとい

って、手放しには喜べないだろう。本当に、ブロードバンドが順調に展開している

ならば、FCCがとるべき行動として挙げているケーブルモデムサービスや有線によ

るブロードバンド・インターネットアクセスを情報サービスに分類して規制緩和を

促す必要性がどこにあるのかという意見になる。

（吉澤　生雄）
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欧州

欧州事業者、3Gバブル後遺症の払拭狙いに資
産リストラ、提携網再構築へ

「第3世代携帯電話（3G）バブル」の後遺症に苦悩する欧州の主要電

気通信事業者は2001年3月期決算で、事業収益の拡大基調を追い風

に、巨額の債務削減に取り組んだ。将来の投資負担と過去の債務負

担に苦悩する欧州系事業者の債務リストラが、投資家の好感を呼び

債券市況もとりあえず下支えしているものの、ドイツ、フランスの

大陸系事業者を覆う3Gの構造的な重圧はさらに続く。その中で、

France TelecomとドイツのMobilcomの提携関係は債務危機の中で風

前の灯火。欧州経済が単一通貨ユーロの流通によって統合の基盤が

固まったとはいえ、電気通信とりわけ次世代携帯を巡る事業と監督

行政も依然、国境の壁が制約となっている。

1．背景（2001年12月期決算）

欧州経済は世界的な減速傾向の中で、2001年大幅に成長率が鈍化し、欧州委員会

が同年11月に公表した改定成長率見通しによると、ユーロ圏の実質成長率見通しを

春季見通しの年率2.9%から1.3%へと大幅下方修正した。ドイツ経済がゼロ%台の低

成長を余儀なくされ、完全失業率が8%に突入するなど、依然、緩やかな減速傾向を

たどっている。しかし、ITバブル崩壊を期に在庫調整に入った米国経済や、デフレ

スパイラルのとば口をさ迷う日本経済との対比で、欧州は相対的に安定した経済基

調が続いている。

こうしたマクロ経済環境に加え、インターネット需要に対応したISPやパーソナル

通信需要に支えられ、欧州の主要電気通信事業者の2001年12月期決算はおおむね順

調に増収を記録した。Deutsche Telekomが1996年12月期以来15年ぶりに最終損益が

赤字に転換したように、生じたキャッシュフローの余裕をいずれも債務の償還・償

却に充当し、損失を計上するという、昨年第2四半期来の決算パターンが定着し

た。Deutsche TelekomのEBITDA（利払い・税引き・償却前利益）は2000年12月期比

17％増の151億ユーロ（１兆7484億円）となり、98年のドイツ電気通信市場自由化

以降初の増益に転じた。その原動力となったのが、携帯電話子会社のT-Mobile。加入

者ベースで前年同期比20％強の伸びを示し、2310万加入に達した。同社の海外子会

社を含めたグループ全体の加入者も同27％増加し、4890万加入と5000万加入の大台

に迫った。この結果、米携帯電話会社VoiceStreamの株式評価損が前年同期比2倍の

3億ユーロに拡大したにもかかわらず、T-Mobile単体の営業利益は31億ユーロに増加

した。

しかし、戦略部門の好調が持続する収益に寄与するとはいえ、右から左へ債務の

償還原資に置き換ったにすぎない。3Gの事業免許や携帯電話会社買収に伴う、いわ
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ゆるのれん代の償却を含む債務リストラ総額は152億ユーロ（1兆7600億円）と前年

同期末の130億ユーロ（1兆5052億円）へと拡大。前向きのリストラの成果が、今回

の赤字転落の背景にあるとしても、この先も債務減らしから逃れられない構図には

変わりない。2001年12月期末の累積債務は621億ユーロ（7兆1905億円）。2002年

12月期でさらに500億ユーロ（5兆7890円）へと削減を目指す（注14）が、多くはその

シナリオに懐疑的な見方をしている。Deutsche Telekomはもちろんのこと、市場、

投資家も、同社の積極的な債務リストラを「前向き」な経営姿勢と受け止めている

が、600億ユーロ（6兆9474億円）を超える累積債務のハードルは高い。

同様の構造的重圧下にあるFrance Telecomも、Deutsche Telekomと構図を等しく

し、業務面のパフォーマンスは悪くはない。「我々の債務は管理の範囲内で計画に

沿って削減している」というMichel Bon会長の強気の発言が英国紙等で伝えられてい

るが、好調な業務益が債務償還や株式評価損で消失し、民営化以来初の赤字転落を

余儀なくされた。売上高は、前年同期比27.8％増の430億ユーロ（4兆9789億円）と

顕著な伸びを示し、携帯電話子会社のOrangeの高収益が寄与し、利払い・税引き・

償却前利益も同14％増の123億ユーロ（1兆4242億円）。携帯バブルなかりせば、最

高の決算内容でもある。企業買収を核にしたFrance Telecomの携帯電話事業の中心

となるOrangeは加入者数でフランス最大手の地位を維持し、Vodafoneをも英国市場

において加入者ベースで凌駕した。

とはいえ、携帯の稼ぎがそのまま債務処理負担で消え、戦略子会社である携帯子

会社の株式評価損が収益を圧迫する、“花見酒”さながらの繁栄の構図がさらに鮮

明になってきた。2000年5月に420億ユーロ（4兆8631億円）で買収したOrange（注15）

の、市場価値は350億ユーロ（4兆526億円）に下落、France Telecomの収益に最大

限に貢献しているが、世界的なITバブル、欧州の携帯バブルの中で、結果的に高す

ぎた買い物のツケをいま、払わされているのが実態。債務償還や株式評価損失とい

った金融費用負担が増大した結果、102億ユーロ（1兆1810億円）という、フランス

の経済史上で最大級の特別償却費を計上し、83億ユーロ（9610億円）の損失を計上

した。

累積債務は2001年12月末で前年同期比40億ユーロ（4631億円）削減し、607億ユ

ーロ（7兆284億円）に減少。巨額債務のリストラの一環として、経営傘下に置くイ

タリアの携帯電話会社Windの保有株式26.6%を売却する方針を固めているが、統合

後の欧州市場でイタリアの地歩を失うハンディは長期的にはマイナスに作用する可

能性は否めず、France Telecomの携帯電話事業（注16）の欧州戦略にとって、両刃の剣

となりかねない。

2．見通しとリストラ

こうした関連会社資産の売却など資産リストラによって捻出したキャッシュフロ

ーを、債務削減の原資に充当し巨額損失を計上しながらも、金融費用の削減とコア

ビジネスに資源を集中化する、欧州系事業者に共通して見られる取り組み（注17）は経

営上、不可避の施策でもあり、投資家は押しなべて肯定的、好意的に受け止めてい

る。
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（注14）

Deutsche Telekomは債務削減計画

の遅れを認めており、2001年12

月期に4割減配を実施するなどの

バランスシート調整に取り組み

つつも、累積債務50億ユーロ

（5789億円）までへの削減は当

初計画を1年先送りし、2003年12

月末に設定した。この結果、格

付け会社による債券格付けが現

行のA3から引き下げられるとの

見通しが出ており、欧州通信事

業者の企業評価が債務削減スピ

ードと連動しつつある。2002年

のT-Mobile上場益を償還財源とし

て活用する方針。

（注15）

Orange取得の代金として251億ポ

ンド（4兆7416億円）を支払い、

Orangeの負債18億ポンド（3400

億円）を肩代わりし、Orangeが

英国政府から取得した3Gの事業

免許料41億ドル（5426億円）を

支払った。

ちなみに、オレンジ取得代金251

億ポンド（4兆7416億円）のうち

138億ﾎﾟﾝﾄﾞ（2兆6069億円）分を

現金で、残りはFrance Telecomの

新株1億2920万株を割り当てるこ

とになっていた。

（注16）

France Telecom傘下の14社に加

え、2000年6月のOrange買収

で、Orangeを含め新たに6社が加

わり、計20社が主に欧州市場で

携帯電話事業を展開している。

（注17）

3月24日現在で、本記のDeutsche

Telekom、France Telecom以外

で、蘭KPNが独子会社のE-Plusの

株式評価損130億ユーロ（1兆

5052億円）を処理した結果、最

終損失75億ユーロ（8684億円）

を計上。
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2001年上半期末で債務残高が165億ポンド（注18）（3兆1170億円）に拡大した英国

British Telecom （BT）グループは、資産リストラと携帯電話部門の分離を断行し、

債務重圧の泥沼から脱しつつある。携帯電話会社MMO2の最初の決算は、ドイツ、

オランダのオペレーション・コストの削減といったリストラ策が奏効し、大方の予

想を上回る4億1000万ポンド（774億円）のEBITDAが見込まれ、2002年末のMMO2

の債務残高は目標の100億ポンド（1兆8800億円）を下回る見通しがなされている。

3Gの事業化スケジュールが遅延しても、債務残高を削減する、というBTの方針は手

堅く見え、2006年までの向こう5年間は巨額債務負担に伴う資本支出を削減してい

く構えだ。

大胆なコスト削減と資産リストラに拍車をかける背景に、3G市場の将来性を見据

えながらも実際に需要が立ち上がるまでのタイムラグを想定していることがあるよ

うだ。Forrest Research社の予測によると、2007年まで、すなわち3Gの商用開始か

ら4、5年間は、欧州の業界内で利益計上は見込めず、6年経過後収益に寄与すると

いう。欧州各国の3G免許取得事業者は、免許取得後1年での早期の事業化が、免許

付与の協定に盛り込まれている。今年9月にベルギー、2003年末までにはギリシ

ャ、オーストリア、ドイツで、3Gのサービスエリアが人口比25％にまで拡大する見

通しだ。しかし、上記予測通りの事業シナリオでは、多くの巨額債務負担に加えネ

ットワーク建設投資の回収が、遅々として進まないことになる。これらの厳しい見

通しと前提が、「2008年までに3G事業者は5社に集約される」という予想につなが

っている。

そうした3Gバブル崩壊から厳しい現実路線への転換が、資産リストラ、コスト重

視を実現するためのネットワーク基盤の共有化といった動きに結びつき、将来再編

に向けての環境が徐々に醸成されている。2001年、BTとDeutsche Telekomが、英

国、ドイツそれぞれの3Gネットワークを共同で構築することに合意（注19）したほか、

VodafoneとDeutsche Telekom傘下のT-Mobileは携帯電話による電子支払いシステムの

プラットホーム共有化で合意。株価情報やサッカーの試合結果などをテキストデー

タで配信し、料金決済するシステムとしてすでに実用化しているシステムをさらに

発展させ、両社間でシステムを共有するというものでもある。3G免許取得のために

大量に投下した資金を回収する手段として、新たなサービス需要に乗り出す必要に

迫られる事業者間の思惑が一致したものだ。

3．提携の行方 － France TelecomとMobilcom

かといって、コスト削減を目指す資産リストラや提携関係の見直しがすべて順調

なわけではない。2001年12月決算でFrance Telecomの携帯電話会社Orangeが、BT

（MMO2）、Vodafone と加入者獲得競争でツバ競り合いを繰り広げ、欧州首位の座

を確保するほどの目覚しい成長を遂げてはいる。だが、同社傘下でドイツの携帯電

話会社、Mobilcomの株式取得を巡る泥沼の抗争は、加速する市場統合というマクロ

の現象と、国境を越えた事業提携の困難さのギャップを改めて浮き彫りにした。

3月末時点でFrance Telecomは、Mobilecomの株式取得に向かう動きが報道されて

いるが、3Gを巡るこの仏独提携関係が破局を迎える可能性もあり、3G市場の離陸に
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（注18）

2001年初に270億ポンド（5兆

1005億円）あったが、債務リス

トラで急減させた。MMO2の上場

による収益金を返済資金に充

当。欧州3社の中では債務問題の

峠を比較的クリアーした、とも

いわれる。

（注19）

①主に都市地域で既・新設の基

地局などインフラを共同で利

用、②3Gインフラを共同構築、

③現行GSMおよび3Gの国内ロー

ミングサービス ー が骨子。これ

により両社は3G建設投資額の

30％削減を見込み、節減額は47

億ユーロ（5442億円）と試算さ

れている
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先立ち、買収提携を繰り返した欧州系事業者の先行きを暗示するものとして多くが

注視している。

France Telecomグループが28.8％の株式を保有するMobilcomはドイツ国内をサービ

スエリアとして200万強の加入者を抱え、ドイツ国内で3G免許を取得した6事業者に

名を連ねる。他の3G免許取得事業者と同様に、取得コスト増大と投資負担が経営上

の重圧となり、追加資金の調達の道は、France TelecomがMobilcom会長のオプショ

ン行使を受け入れるかどうかにかかっている。France Telecomにとって、削減プロ

グラムの途上にあって47億ユーロ（5442億円）という債務負担を新たに背負い込む

のか、Mobilcomとの提携関係を事実上清算しドイツでの3G事業の足場も同時に放出

するのか、二社択一の選択の岐路に立つわけだ。

すでに触れたように、欧州域内市場での3Gの免許取得で膨らんだ債務の削減を加

速する動きについて、投資家、格付機関は肯定的な評価を下しながらも、債務償還

可能性を懸念し債券格付けを「ネガティブ」の状態にしている。このため、

Mobilcomをさらに資金支援することは、France Telecomグループの資本市場での信

認を左右しかねない。しかし、短期的視点から企業評価を下す市場関係者、格付機

関に対し、France TelecomがイタリアのWind株売却に続いて、ドイツ拠点を失うこ

とは、長期的利益を失う可能性もある。France Telecomにとって、まさに板ばさみ

の状態にある。

負債累積のキッカケを作った3Gの将来性見通しの検討は、拡大の一途をたどった

主要事業者間の競争関係と、その傘下に入った各国携帯事業者の提携関係の見直し

に動き始めようとしている。

オークションで釣り上がった免許取得コストなどの特殊要因が、欧州の電気通信

事業者の債務問題に影響しているが、“3Gバブル”崩壊は、経済上消失したはずの

欧州内の国籍を違えた提携を柱とする事業展開の問題を浮き彫りにした。3Gに象徴

される次世代情報通信技術の急速な革新や、国際金融資本市場の拡大によって、事

業者は経営判断に迅速な対応が求められ、欧州の主要通信事業者間の競争激化と3G

の将来収益期待に促されるように“スピード経営”で戦略展開を目指した。それ

が、まったくの裏目となったのは、現在の悲惨な財務状況が物語っている。

もっともそうした戦略の迷走と低迷は、通信事業に特有の現象でもない。欧州単

一通貨の流通が始まり、ユーロエリアの経済統合は不可逆的な流れとなった感を与

えつつも、現実問題としては通信事業者に限らず、単一の経済市場を巡る提携が

華々しい成果を収めた例は少ない。独ヘキスト社と仏ローヌ・プーランの提携、独

ダイムラークライスラーと仏Lagandere社による宇宙・航空事業・・。いずれも旧

来の国境で遮られた企業間の確執といった戦略上制約がくすぶり続け、提携後に陰

に陽に影響し会う、というお決まりのパターンをとっている。事業の成長可能性や

競争力向上に焦点が集まっている間、あるいは現実に市場が成長途上にある時は、

そうした戦略的提携は功を奏するという。

しかし、現在の3Gを巡る動きは、これとは対照的な環境条件にある。それでも、

今回取り上げたFrance Telecom、Deutsche Telekom、BTの各グループは、市場

を通じて初めて可能になった巨額資金調達と、その結末である総額20兆円に迫る巨
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額債務の削減に、資本市場の監視下で、経営の最優先課題として取り組まざるを得

ないというお家事情がある。そのひとつの方策として、インフラ共用化を始めとし

た主要事業者間の新たな提携も期待され、2001年のEU欧州委員会で共用促進の方

向性を示した報告書が採択された。EUは、2010年までに「世界でもっとも先進的

な知識ベースの情報社会」を構築する方針を打ち出ししている。その中のひとつに

３Gのネットワークが位置付けられているものの、上記の報告をさらに具体化する

前向きな動きや、各国当局ごとにバラツキの見られる規制を調整する動きは、スペ

インを議長国とするサミットなど、EUが予定する一連の政治日程の中で、アジェ

ンダに上る可能性が濃厚という状況には現在のところなっていない。

（森川　裕二）

＜文中の換算率＞

1ユーロ＝115.79円、1ポンド＝188.91円、1ドル＝132．36円（2002年3月28日東京市場TTS）

＜出典・参考文献＞

木庭治夫「BTとDT、第3世代携帯電話ネットワークの共同構築に合意」『KDD総研R&A2001年7

月』

“Mobile phone operators headed for shake-out”The Economist（02.3.08）

“Privatization is in slow mode”The Economist（02. 2.26）

The Financial Times（02.1.29、3.05、3.06、3.11、3.12、3.13、3.21、3.24）

欧州

欧州委員会、加入者回線アンバンドル（LLU）
制度の不備で加盟5カ国に警告状を送付

欧州委員会は加入者回線の開放に係る国内制度の不備で独仏など加

盟5カ国を警告。加入者回線を貸し出す際の詳細な料金情報の事前公

表を求めるもの。

EUの行政機関にあたる欧州委員会（European Commission、以下EC）は、3月20

日、旧国営通信会社がほぼ独占する加入者回線の開放政策に関連し、その国内制度

がEU規則に違反するとして、ドイツ、フランス、アイルランド、オランダ及びポル

トガルの加盟5カ国を提訴する、と発表した。訴訟手続きの第一段階として、EC

は、これら5カ国に対し釈明を求める警告状を送付する。

EUでは、2000年12月に加入者回線の要素細分化による他事業者への開放、いわゆ

るローカル・ループ・アンバンドル（Local Loop Unbundling、以下LLU）に関する

「規則（regulation）」（注20）（注21）が採択された。これにより、各加盟国のSMP事業者

（規制機関から顕著な市場力を有するとの指定を受けた事業者）は、2001年初めよ
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（注20）

Regulation 2887/2000 of the

European Parl iament and the

Council of 18 December 2000 on

unbundled access to the local loop,

OJ L 336, 30/12/2000, p. 4

（注21）

EU規則は、各国内法に置き換え

られることなく全加盟国に直接

適用され法的拘束力をもつ。
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り、保有する加入者回線及びその関連設備をアンバンドル（細分化）して他事業者

が利用できるようにすると共に、その提供条件に関する参照基準（これをRUO

（Reference Unbundling Offer）と呼ぶ）を予め公表することを義務付けられてい

る。

今回問題となったは、このRUOに含まれるべき料金情報の不備に関するもので、

ECは、前述5カ国のSMP事業者（いずれも旧国営通信会社）が提示するRUOに、サ

ブ・ループ・アンバンドル（Sub-loop Unbundling）（注22）の提供料金の内訳が含まれて

いない点を問題視している。RUOで示される料金情報について、ECは、「競争事業

者がサービス提供に必要となるネットワーク要素の料金だけを支払えば済むよう十

分に細分化されたものでなければならない。」と説明している。

ECの警告を受けた加盟国は、今後60日以内に回答しなければならない。60日を過

ぎても適切な措置が取られない場合には、訴訟手続きは第二段階へ移り、ECは公に

釈明することを加盟国に求めるための「意見書」を送付する。それでも改善が図ら

れない場合は、最終的に裁判所に持ち込まれることとなる。

なお、加入者回線の開放政策では、ドイツ、ポルトガル及びギリシャの3カ国が

昨年12月に、シェアド・アクセス（Shared Access）に関する今回と同様の警告を

ECから受けたばかり（注23）。

EUでは、LLU規則の施行から既に1年以上が経過したが、これまでのところその

成果はほとんど現れていないようだ。欧州の競争事業者らが組織する欧州競争電気

通信協会（ECTA、European Competitive Telecommunications Association）

は2月、EU諸国におけるLLUの活用状況に関する調査報告書を発表した。これによ

ると、EU内のDSL回線普及率（全加入者回線数に占めるDSL回線数の割合）は未

だ2%の水準にあるという。また競争事業者が提供するDSL回線はこのうちのわずか

3%に留まっており、LLUが十分に機能していない実態が浮き彫りになった。加入

者回線を独占する旧国営通信会社は、DSL市場でもその支配力を強める傾向にある

ようだ。

（原　　剛）

＜出典・参考文献＞

欧州委員会プレスリリース（http://europa.eu.int/information_society/index_en.htm）

ECTAプレスリリース（http://www.ectaportal.com/）他
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（注22）

アンバンドル・サービスの利用

形態のひとつで、主にADSLより

も高速の伝送速度を実現する

VDSL（Very High Bit-rate Digital

Subscriber Line）サービスの提供

事業者による活用が見込まれ

る。サブ・ループ・アンバンド

ルでは、事業者間の回線相互接

続が、通常の接続ポイントであ

る市内交換局よりもさらに顧客

宅に近いポイントで行われるた

め、他事業者が借り受けるネッ

トワーク要素はその分少ないと

考えられる。アンバンドル・サ

ービスにはこのほか、フル・ア

ンバンドル（Full Unbundling）や

シェアド・アクセス（Shared

Access）（ライン・シェアリン

グ（Line Sharing）とも呼ばれ

る）等がある。これらはいずれ

も 市内交 換 局内で相互 接続

（MDF接続）を行うが、後者で

はスプリッタ（splitter）（音声信

号とDSL信号を分離するための装

置）を介することにより他事業

者はDSLサービスのみを顧客に提

供できる（音声サービスは引き

続き既存事業者が提供）。

（注23）

その後ECは、制度の修正が図ら

れたポルトガルとギリシャに対

する提訴の取り下げを3月初めに

決定した。またドイツについて

も、事態改善の動きが見られる

ため、提訴取り下げを検討して

いる。

●欧州
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シンガポール

シンガポールの携帯電話事業者、IDAに4番目
の3G免許発行を中止するよう要請

Virgin Mobile Asiaを含むシンガポールの既存携帯電話事業者4社は、

2002年3月中旬、IDAに4番目の3G免許発行を中止するよう要請し

た。

規制機関IDAは3G免許枠を4と決定しているが、2001年4月の入札では既存3社

（当時）のSingapore Telecom（以下、SingTel）、StarHub、MobileOneが応札したに

46 April 2002

KDDI RESEARCH

●シンガポール



止まり、オークションは実現せずこれら事業者が最低価格の1億S$（73億円）で落

札していた。今般の要請の主な理由は、①同国の携帯電話市場は既に飽和状態にあ

り、ターゲット顧客が存在しないと言え新規事業者に参入余地がない、②たとえ新

規参入事業者が新たにインフラ設備を構築してもそれに見合う利益を見込める可能

性が少ない、というものである。

周波数の割り当てを受けた他社の伝走路を借り受けて事業を行うMVNO（仮想移

動体通信事業者）に限っては、設備投資が少なくて済むため参入後の利益も出易

く、加入者の裾野を広げうると期待されていた。しかし実際のところ、2001年10月

に第2世代サービスを開始したVirgin Mobile Asia（英VirginとSingTelの折半出資）の状

況を見ると加入者数は伸び悩み、1年後の目標加入者数を65万人と設定したもの

の、サービス開始後約5ヶ月経過した現時点で約2万加入を得たに過ぎないとみられ

ている（注24）。予想以上の苦戦である。

既存事業者の申請に対し、IDAのスポークスマンDulcie Chanは「4番目の3G免許発

行については現在検討中であり、市場の発展状況を考慮して結論する」とコメント

した。

シンガポールでは、2001年9月の携帯電話普及率76.6%をピークに今年1月の普及

率は72.7%と減少しており、既に頭打ち状態に達している模様である。このような

状況において、各社は生き残りをかけるべく次々と独自のサービスを発表してい

る。例えば、SingTelの午前9時から午後9時のピーク時料金半額引きや、StarHub

の対マレーシア国際ダイヤル通話の一定期間無料サービスなどである。

又、国内市場における新規顧客獲得が見込み薄なため、特に政府系事業者

SingTelは海外市場からの利益を求めてここ数年来大規模な海外進出を行ってい

る。今では国内の携帯電話加入者数約150万に対し海外の出資事業者の同加入者数

が約1,500万といわれる程に、海外でのプレゼンスを強化している。

通信完全自由化から2年を経たシンガポールでは、今後事業者が生き残りをかけ

たサービスの改善や料金値下げ競争を激化させるとともに、SingTel以外でも資本

力のある者は海外進出を積極化するという構図が出来上がっていくであろう。

（五十嵐　望）

＜文中の換算率＞

1S$=73円（2002年3月19日の東京市場TTS）

＜出典・参考文献＞

IDAホームページ（www.ida.gov.sg）のStatistics for Telecom Service

The Straits Times （2002.3.20）

SingTelホームページ（http://home.singtel.com）
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（注24）

サービス開始に要した投資は設

備ベース事業者の約5分の1で済

んだと言われる。同社は当初、

業界2位のM1に匹敵する加入者を

獲得すると予想され、M1の市場

シェアに大きな影響を与えると

言われていた。現実的にはこの

ような展開となり、M1のCEOは

「意外なほどインパクトがな

い」とコメントしている。
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■参考：シンガポールにおける携帯電話普及率（%）

マレーシア

CelcomとDiGiの統合に向けた動きが表面化

Head of Agreement（予備的合意）と言われるもので、現段階におい

て両者にとって法的拘束力があるものではないが、2002年3月13

日、Celcom親会社のTRIとDiGiはそれぞれの網とインフラの統合を探

求することで合意した。

1．発表の内容

TRI、DiGiのプレス・リリースによると、発表の主要内容は下表の3点である。

当プレス・リリース等の情報によると、基本的シナジー効果として、①DiGiの

GSMの1800MHz帯、CelcomのGSMの900MHz帯は補完的関係にあり、その結合はリソ
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ースの効率的利用、ユーザー向けサービスの幅（例：ローミング・カバレッジ）、

質の向上、企業価値（株主利益）の上昇、につながる、②後発事業者DiGiの今後の

網拡充投資負担の軽減、③3G免許を得た場合、網建設に多大な投資が必要である

が、それに対処するための財務力が高まる、といった点を挙げている。

2．合意の背景

全般的背景として、①市場（人口2,400万）が小さいなか、政府が事業者に対し重

複投資最少化を要請、②現在5事業グループが存在する業界に対し、政府は3Gモバ

イルにおいて設備ベース事業免許数を3と決定、③事業者の財務力が重要視される

3G免許者選定に向かうなか、財務状況の厳しいTRI／Celcomは存亡の危機にあると

も言えるが、1800MHz帯を持つTelekom Malaysia（以下、TM）からの買収を回避し

たい（経営上の主体性保持）とのTRIの感情、④DiGiは投資の軽いPre-paid型サービス

の市場リーダーであり、老舗TRI／Celcomとの親和性は良い、といった点をあげるこ

とができる。

3．関連動向

（1） TRIの債務リストラ動向

TRIの現在の負債は、約40億リンギ（1,360億円）にのぼる。主因は、1997～98年

のアジア通貨経済危機によりリンギの価値が下落し、外貨建て債務が膨張したため

である。以来、社債発行や人員整理による債務リストラに追われてきた。

2002年4月22日が償還期限の3.75億US$（503億円）相当のユーロ債が差し当たり

の大きな対処課題であるが、2002年1月、TRIの株主は4億7,380万株の新株と7億

5,500万株の制限株（既存株主の買い増し）を発行する再建計画を承認した。TRIは

2002年2月28日、新株をクアラルンプール証券取引所に上場した（注25）。

TRIは政府系Danaharta社を含む株主に支えられる形で当面の一山を乗り越えよう

としている。この他、約10億リンギ（340億円）の社債発行、約10億リンギ（340億

円）の銀行借入も計画している。

（2）TRI会長Tajudin Ramli氏の動き

ブミプトラ（土地の子：マレー人）に属すTajudin氏は産業界の大物（所謂

tycoon）と言えるが、ビジネスのやり方は堅実でないようである（注26）。政府は

Tajudin氏のTRIへの影響を排除したい意向であるが、今般のTRI、DiGiの合意はTajudin

氏の立場をある意味で強化したと言える。

しかし一方で、Tajudin氏はTRIへの影響力を保持するために必須の今般の株式引き

受け（4,000万US$（54億円）の工面）に失敗し、同氏のTRI所有率は13％程度に低

下、同氏は筆頭株主の座を降りた。
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（注25）

今回、16億リンギ（544億円）が

調達された。なお、Tajudin Ramli

TRI会長は4月5日引き受けに失敗

し、その場合の引受権保持者で

ある国立の不良債権処理会社

（Pengurusan Danaharta Nasional

社）が支払を実行した。

（注26）

Tajudin氏は2001年、Daim財務大

臣（当時）の助けのもと、マレ

ーシア航空会長職にあって所有

する同社株（29％）を国に市場

価 格 の約 2倍で売り抜い た 。

Tajudin氏はDaim氏子飼いの一人

として知られた。この一件で

Da im氏は大臣を解任されてい

る。一方、本件に関し、Tajudin

氏には警視当局の調査が入って

いる。

現在のTajudin氏にとって、社会

的ステータスを保つ上でTRIが最

後の砦となっているが、彼のTRI

株 も Pengurusan Danaharta

Nasional社の仮差し押さえ状態に

ある。Tajudin氏は個人的に国内

銀行に約2.5億US$（335億円）の

負債があり、同負債の返済が進

まない場合、同社は4月27日まで

に差し押さえを実行、機を見て

売却する構えである。高等裁判

所も2002年3月、差し押さえ実行

を容認する判決を出している。

Tajudin氏は控訴している。
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（3）周辺キャリア（国内キャリア、独DT、ノルウェーTelenor）の動き

TRIは財務力が弱まっているものの携帯電話加入ベースは大きく、余裕のあるキャ

リアから見ると一つの買収対象である。加えて、株主の独DTは地元欧州でのオーク

ションによる3G免許取得の結果多額の負債を抱え、基本的に所有株を売却する意向

を持つとされる（注27）。

こうしたなか、Telekom Malaysia（以下、TM）はTRI買収への興味を表明し、事実

両者間で交渉が持たれた経緯がある（注28）。TMグループのモバイル事業は加入者ベー

スで3位に甘んじており、プライマリ・キャリアとして巻き返しの必要を感じてい

る。なお、TRI買収につきTMの競争相手にはDiGiも含まれるが、最大株主のTelenor

はDT所有のTRI株にさしあたり関心を示していない（注29）。
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（注27）

TRIに近い情報筋によると、DTは

今回の買い増しには差し当たり

応じ、所有率を14%から15.98%

とした。

（注28）

TMとしては政府筋を含む株主の

手前、高額での買収をオファー

できない一方、Tajudin氏を含む

TRIの株主筋は応じる場合はそれ

なりに高額での株売却が前提と

なっている模様で、折り合いは

良くなかった。今回、TMの主要

な交渉相手は政府系Danaharta社

となったが、低めのレベル（2.4

リンギ／株）を提示している。

（注29）

欧州キャリアの対アジア進出と

しては後発のTelenorは現在DiGiの

経営に注力しており、いまDTの

TRI株に手を出しても積極的なソ

リューションにならないとして

いる。
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マレーシアでは2002年7月に予定される3G免許者の選定を機に、設備事業者が3

グループに集約されねばならない状況となっている。モバイル最下位のTimeはTRI

同様、通貨経済危機の後遺症を抱えており、単独での3G免許申請は考えられない。

Timeは唯一TMに比肩する光ファイバー中継伝送路を持ち、商用ビルをターゲット

として固定加入者線の敷設もかなり積極的に実施してきた。固定網事業者の性格も

比較的強いTimeの提携相手を考えた場合、比較的財務が安定している900MHz帯

のモバイル事業者という姿が浮かぶが、これはMaxisということになろう。

以上を踏まえてTMがTRIを買収したと仮定した場合、DiGiが単独で残る構図が

見えるが、業界としてはいびつに感じられる。TRIの経営はTajudin氏から解放さ

れるべきと思われるが、TRI・DiGiの提携が具体化し、TMが単独で3G免許を申請

する状況になるのではないかとの感を排除できない。

（河村　公一郎）

＜文中の換算率＞

1リンギ＝34円（（株）NNA のPowerAsiaクロスレート参照）

1US$=134円（2002年3月29日の東京市場TTS）

＜出典・参考文献＞

・KDDIマレーシア各調査報告

・Press Release（DiGi.Com Bhd and Technology Resources Industries Berhad Enter 

Into Agreement To Explore Network and Infrastructure Integration）, 13 Mar. 2002

・Total TelecomのHP（www.totaltele.com）のマレーシア関連記事（malaysiaで検索）

・（株）NNAのPowerAsiaのマレーシアの通信関連ニュース

・Financial Times（2002.3.22、3.14）

・The Asian Wall Street Journal（2002.3.14）

・exchangeasiaのHP（www.exchange.com.au）のニュース（2002.4.2）

・規制機関CMCのホームページ（www.cmc.gov.my）
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■ 平成14年4月から社名が（株）KDDI総研に、発行人
が押田裕敬に変わりました。今後とも付加価値の高い調
査を目指す所存でございますので、引き続きのご高覧、
ご愛顧をお願い申し上げます。

■ 本誌ご購読のお申し込みは、電話（03-3347-9139）
で承りますほか、弊社ホームページ内のお申し込み書式
（メール発信形式）もご利用できます。また、バックナ
ンバーのご注文もできます。

■ 弊社ホ ー ム ペ ー ジ の URLは 次 の と お り で す ：
http://www.kddi-ri.jp/

■ 弊社では、諸外国の通信事情の調査を含む各種個別調
査、また、セミナー向け講師の派遣のご要望も承ってお
ります。企画の段階からでもご一報いただければ、ご相
談に応じさせていただきます。

（編集人　河村）

編集後記

■ 静脈産業という言葉に眼が留まります。人体の静脈
は、活動で生まれた老廃物やCO2を集めて腎臓や肺で
の処理まで届ける重要なものですが、「動脈との量的
バランスが取れている」「静脈があればこそ循環す
る」という点がミソかと思われます。
産業革命以降最近まで、世界は行け行けドンドンの動
脈産業が大部分で、現在でも途上国の多くは動脈産業
による経済発展に力点を置いています。こうしたこと
が、次世代に健全なまま渡すべき環境の悪化を引き起
こしてきました。
日本でも引き続き各種動脈産業の発展が必要ですが、

この辺でこれにバランスを取る形で静脈産業を育てる
ことが、逆に経済成長・雇用促進にもつながるように
思われます。旧製品を吸収する静脈サイクルがあれば
こそ、動脈産業が生み出す新製品をより積極的に消費
する意欲が湧く面もあろうかと思います。
静脈産業とはより具体的には、（1）産業・一般廃棄
物のリサイクル産業、（2）リサイクルできない部分の
高度な焼却等による処理産業、と言えます。（1）は比
較的民間に馴染み、（2）は比較的公的資本に馴染むで
しょう。静脈産業の隆盛には、（a）当初から静脈サイ
クルを織り込んだ動脈サイクルでの製品設計、（b）法
制による廃棄物の回収・分別収集の徹底（c）廃棄物か
ら新素材を創るなどの"創造性"の存在、（d）果敢な公
的資本支出の重心移動、などが肝要と思われます。
静脈産業には高度な化学技術、ナノ技術、バイオ技術等が必
要で、まさに21世紀的、新千年紀的産業と言えます。知能集
約的な動脈産業に加えて、高度な静脈産業によって日本の差
別化を図って行ってはどうかと思います。
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